
1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Tax Analysis 
 

                                                
1 売上税額から仕入税額を差し引いた後の残額を納付すべき税額とする「一般課税方式」と違って、「差額徴収方式」では、収入から一定の控除項目を減算した

差額を売上高として納付すべき税額を計算する。 

不良資産処理税制シリーズその

1：金融業界における代物弁済に

よる不良債権回収に関する新租税

政策の分析 

 

近年、移りゆく国際環境及びコロナ禍の長期化から影響を受け、経済の下振れ圧力が高

まり、マクロ経済環境が一定の挑戦に直面しているため、不良資産管理の重要性がより

一層高まっている。2022年初頭に公布された「政府活動報告」では、政府と行政機関が

財政・税務・金融改革を推進するにあたって、不良資産処理の加速は初めて重要な任務

の一つとして掲げられた。これを受け、2022年 9月 30日、財政部と国家税務総局は

「銀行系金融機関、金融資産管理会社の代物弁済による不良債権回収に関する租税

政策についての公告」（財政部、税務総局公告 2022年第 31号。以下、「31号公

告」）を公布した。「31号公告」によれば、適格の銀行系金融機関と金融資産管理会

社（以下、「不良債権処理機関」）は、代物弁済不動産を処理する際、差額徴収方

式1を選択して増値税を計算・納付することができ、且つ代物弁済不動産・資産の取得と

処理にかかる印紙税と契税（不動産取得税にあたる）は免除される。この措置は、上述

の主体による代物弁済不動産・資産の取得と処理にかかるコストの軽減、及び不良債権

処理の加速に寄与することが期待される。 

 

不良資産処理税制シリーズでは、不良資産処理に関わる各企業・機関による関連政策

の理解と活用の一助として、金融企業の不良資産処理と債務再編について懸念される

税務問題をテーマとし、代物弁済資産の取得と処理、資産損失の控除、債務再編の後

続処理などに伴う税務リスク及びソリューションについて分析する。本 Tax Analysisでは、
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31号公告の要点を整理し、31号公告が不良債権処理の当事者に与える影響について

分析する。 

 

 

31号公告の要点 
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31号公告の適用主体となる不良債権処理機関は銀行系金融機関、金融資

産管理会社を含む。銀行系金融機関とは、国内に設立された商業銀行、農村

協力銀行、農村信用会、村町銀行、農村資金互助会及び政策性銀行を指

す。実務上、中国銀行保険監督管理委員会（CBIRC）が直接管理する 5

社の国家レベル金融資産管理会社のほか、地方資産管理会社も不良債権処

理の主要参加者であるが、地方資産管理会社が 31号公告の適用主体に該

当するか否かは、明確化が待たれる。 

適用主体 

 

31号公告は、不良債権処理機関が人民法院又は仲裁機関により判決・仲裁

された代物弁済不動産・資産を取得・処理する場合に適用される。金融資産管

理会社が取得する代物弁済不動産・資産の内、31号公告の適用対象となる

のは、原債権者が銀行系金融機関である不良債権に関わる代物弁済不動産・

資産に限られる。 

 

「銀行代物弁済資産管理弁法」によれば、不良債権処理機関が代物弁済資

産を取得する方法は以下の 2つを含む。①代物弁済予約。②裁判所や仲裁

機関による裁決（注：訴訟手続及び仲裁手続の過程で和解が成立した場

合、①として処理する）。従って、上述の②を採用するケースのみ、31号公告の

適用対象となる。 

 

また、金融資産管理会社の代物弁済不動産・資産について、不良債権の原債

権者に留意する必要がある。信託会社、保険会社、マイクロファイナンス会社、

保証会社などの機関或いは不良債権処理機関を原債権者とする不良債権、

及び金融資産管理会社が債務再編などにより取得した債権は、31号公告の

適用対象外である。 

適用シーン 
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31号公告による税務上の影響 

 

不良債権処理機関の負担軽減が期待される 

 

代物弁済資産の処理は以下の 2つの段階がある。フェーズ 1：不良債権処理機関が債務者の代物弁済資産を取得する。フェーズ 2：

不良債権処理機関が代物弁済資産の処理を行い、譲受人に代物弁済資産を譲渡する。多くの場合、不良債権の債務者は深刻な経

営悪化、ないし破産寸前の状態にあり、代物弁済によって発生する関連税金を支払う能力がないため、不良債権処理機関はフェーズ 1

（代物弁済資産の取得）において、往々として債務者の納付すべき各種租税公課を代わりに納付する必要があり、それによって、不良

債権処理機関の負担が増加する可能性がある。また、債務者における経営状況の異常により、不良債権処理機関はフェーズ 1における

債務者の増値税課税行為について、債務者から増値税専用発票などの控除証憑を取得できない可能性があり、結果、フェーズ 2におい

て仕入税額控除ができず、フェーズ 1で発生する仕入増値税は不良債権処理機関のコストになる。これに起因して、不良債権処理機関

が債権回収において代物弁済資産を受け入れる意欲が低くなり、不良債権処理の障害となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

31号公告の実施期間は 2022年 8月 1日～2023年 7月 31日である。 

 

不良債権処理機関が上述の租税優遇政策を享受するにあたって、政策の実施

期間内であるか否かの判定は、原則として納税義務の発生時点に基づき行われ

る。適格の納税者は、31号公告の関連租税優遇政策を十分に享受するため、

適切な業務スケジュールを検討することが推奨される。 

実施期間 

 

増値税 増値税一般納税者が代物弁済不動産を処理する際、

処理価額と価格外費用から代物弁済不動産の取得原

価を減算した差額を売上高とし、9%の税率で増値税を

計算・納付する方式（差額徴収方式）を選択できる。そ

の場合、代物弁済不動産の処理価額について、代物弁

済不動産の購入者に増値税専用発票を発行してはなら

ない。 

 

印紙税 不良債権処理機関による代物弁済資産の取得・処理に

関わる契約（例：動産売買契約書）、権利譲渡文書

（例：株式或いは不動産譲渡契約書）及び営業帳簿

に対して印紙税を免除するが、課税文書のその他の各当

事者は規定通りに印紙税を納付しなければならない。 

 

契税 代物弁済資産の取得に関わる契税は免除される 

 

不動産税 

都市土地使用税 

各地の政府は、上級機関からの授権に基づき、現地の実

状を踏まえて、不動産税と都市土地使用税の減免を実

施できる。 

 

適用税目 
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31号公告の公布を受け、上記の状況が改善され、不良債権処理機関による代物弁済資産の処理（特に代物弁済不動産の処理）に

かかるコストの軽減が期待される。以下では、ケーススタディを通じて、不良債権処理機関の負担する租税公課関連コストについて、31号

公告の施行前後の比較を行う。 

 

（単位：万人民元） 31号公告の実施前 31号公告の実施後 

（差額徴収方式を選択す

る） 

フェーズ 1：銀行による代物弁済不動産の取得 

増値税（債務者）1 900.001 0.00 

印紙税（債務者/銀行）2  0.00  0.00 

契税（銀行）3  300.00  0.00 

プロセス 1の関連コストの合計  1,200.00  0.00 

フェーズ 2：銀行による代物弁済不動産の処理 

印紙税（銀行） 5.00  0.00  

プロセス 2の関連コストの合計  5.00  0.00 

総計  1,205.00  0.00 

 

 

 

 

 

 

上記の事例において、当該銀行が要件を充足し、かつ差額徴収方式での納税を選択する場合、全体的な税負担を約 1,205万人民元

軽減できる。当該節税効果は 2つの部分に分けられる。 

 

 31号公告により、銀行による代物弁済不動産の取得・処理にかかる契税と 305万人民元の印紙税が免除される。 

 31号公告の施行前、銀行は債務者から代物弁済不動産に関する増値税専用発票を取得できないため、代物弁済不動産の処理

に際して、代物弁済不動産の取得にかかる 900万人民元の仕入増値税を控除できない（銀行のコストに計上される）。31号公

告の施行後、銀行が差額徴収方式を選択する場合、上記の 900万人民元の仕入増値税を控除する場合と同様の効果を得られ

るため、仕入税額控除不可の影響を解消できる。 

 

 

31号公告による差額徴収方式の適用に関する適切な判断 

 

31号公告の関連要件を充足する不良債権処理機関は、代物弁済不動産の処理について、31号公告による差額徴収方式を適用する

か否かを、実際の状況に応じて適切に判断することができる。前述のケーススタディから見て、31号公告による差額徴収方式の節税効果

は、主に「代物弁済不動産の取得における仕入税額控除証憑の入手不可によるコスト増加」という問題の解消によるものである。従って、

納税者がもとより仕入税額控除証憑を問題なく入手できた場合、或いは 31号公告の発効前にその他の政策の適用により差額徴収方

式を選択できた場合、31号公告による差額徴収方式を適用しないことも選択肢として考えられる。例えば、不良債権処理機関が 2016

年 4月 30日以前（「営改増（増値税改革）」の全面的な施行以前）に代物弁済不動産を取得した場合、簡易課税方式の適用に

より、5%の徴収率に基づく差額徴収方式を適用できるため、31 号公告による差額徴収方式と比べて、コストがより低くなる可能性がある。 

 

留意点として、31号公告による差額徴収方式を選択するか否かは、前述のプロセス 2において、代物弁済不動産の譲受人における納税

事項や代物弁済不動産の税抜き購入価格にも影響を及ぼす可能性がある。不良債権処理機関が差額徴収方式を選択する場合、代

物弁済不動産の取得原価からの増額分のみに対して増値税専用発票を発行することが認められる。そのため、増値税一般納税者資格

を有する譲受人にとって、代物弁済不動産の購入価格に変更がないことを前提として、不良債権処理機関が差額徴収方式を選択しな

い場合と比べて、増値税の控除・還付に充てられる仕入税額が減少し、その分、代物弁済不動産の税抜き購入価格が上昇する可能性

背景：人民法院の判決により、ある商

業銀行は債務者から代物弁済不動

産を取得し、その市場価格は税抜き

で 1億人民元（税込み 10,900万人

民元。以下同じ）である。債務者は取

引にかかる税金を負担できず、銀行

が代わりに税金を負担することになっ

た。 

債務者における経営状態の異常によ

り、銀行は不動産の取得について、

債務者から増値税専用発票を取得で

きず、仕入税額控除ができない。取

得後、銀行は当該代物弁済不動産を

1億人民元（税抜き）で売却した。銀

行は一般課税方式で増値税を納付

する。土地増値税、付加税と関連公

課、及び代物弁済不動産の保有期間

中に発生するその他の租税公課は考

慮されない。 
注： 

1.債務者の仕入税額控除は考慮していない。また、控除証憑を取得できないため、当該増値税は銀行のコストにな

る。 

2.「財政部、国家税務総局：印紙税の若干事項に関する政策の実施基準についての公告」（財政部、国家税務総局公

告 2022年第 22号）によれば、人民法院による発効済みの法的文書は印紙税の対象外である。 

3.契税の税率は 3%である。 
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がある。この影響を考慮し、譲受人が契約価格の調整を求める可能性があるため、不良債権処理機関はその潜在的な影響も踏まえて検

討する必要がある。 

 

債務者の租税公課負担に関する状況の変化に留意 

 

実務上、債務者の納付すべき各種租税公課を代わりに負担することが、銀行を含む不良債権処理機関を長きにわたって悩ませてきた課

題である。中国銀行業監督管理委員会は 2016年に開催された中国人民政治協商会議で提出された議案について、「代物弁済資産

にかかる租税公課について、銀行は、企業に代わって税金を納付する法的義務と契約上の義務を負わず、代物弁済資産の金額について

は、関連租税公課を差し引いた金額に準拠するよう裁判所に裁決を求めるべき」と明確に述べた。実務上、各当事者が取引にかかる租

税公課の完納を代物弁済資産の引き渡し条件とするのが一般的であるため、不良債権処理機関は代物弁済資産をスムーズに取得する

ために、債務者の支払うべき税金を代わりに負担・納付することが余儀なくされるのが現状である。31号公告は、不良債権処理にかかるコ

ストの低減という政府の施策方針を反映するものであり、31号公告の施行後、上述した状況の変化に留意することが推奨される。 

 

 

結論 

 

31号公告は租税政策の面で、不良債権処理を促進するための手段を提供した。不良債権の処理に従事する企業は、31号公告による

影響を十分に考慮し、政策実施期間中に取得・処理する予定である代物弁済資産について、予めコスト試算を行う上で、取引価格の設

定・租税公課の負担・関連の税務処理・発票の発行方式などについて適切な意思決定を行い、必要に応じて専門機関に支援を求める

ことが推奨される。銀行系金融機関と金融資産管理会社は、31号公告による優遇政策の適用対象である不動産を多く保有し、かつそ

れらの不動産が各地に散在している場合、既存の税務プロセスに対する最適化・管理、及び既存の税務システムに対する改造を検討する

ことが推奨される。 

 

なお、留意点として、31号公告では、代物弁済不動産を対象とする土地増値税の徴収や非所在地での増値税の仮納付について言及

されていない。今後、財政・税務関係の行政機関がこれらを含む政策上と実務上の問題を明確化することが期待される。私どもは、引き

続き最新の政策動向に留意し、関連する分析と考察を随時提供する。 
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